
Kobe University Repository : Kernel

PDF issue: 2025-05-09

民主主義・制度能力・経済成長 : 国際パネルデータ
による実証分析

(Citation)
国民経済雑誌,194(6):89-105

(Issue Date)
2006-12

(Resource Type)
departmental bulletin paper

(Version)
Version of Record

(JaLCDOI)
https://doi.org/10.24546/00056125

(URL)
https://hdl.handle.net/20.500.14094/00056125

福味, 敦



民主主義 ・制度能力 ・経済成長
一 国際パネルデータによる実証分析

福 味 敦

ガバ ナンスは開発経済学研究における重要な関心分野であるが,90年 代後半より

とくに強調されているのが民主化 を通 じた制度能力の改善である。その背景 にある

のは,民 主化の推進 による政権交代可能性の増大やメデ ィアによる監視の強化が,

政 官の汚職インセ ンテ ィヴを低下 させ るとの認識である。 しか しながらその一方で,

多 くの民族 ・宗教 によって構成される多様性国家においては,民 主化が レントシー

キングを却って助長す る可能性 も指摘 されている。かかるコンテキス トの もと本研

究は,制 度能力,直 接投資,経 済成長 を内生変数 とす る連立方程式システムの同時

推定を行 うことで,民 主化の効果 を包括的に検証する。分析結果 より導かれる結論

は以下の二点である。(1)民 主化は制度能力を改善す ることで,対 内直接投資の増

加 とそれに伴 う高成長率 をもたらす。(2)し か しなが ら民主化に伴 うそ うしたメカ

ニズムは,多 様性国家においては必ず しも作用 しない。

キーワー ド 民主主義,制 度能力,社 会的多様性

1は じ め に

1980年 代 にIMF・ 世銀 によって行われた構造調整プログラムの不調は,ホ ス ト国の公的な

制度の重要性について関心を世界的に高める契機 となった。そこで提起 されてきたのは,政

府の腐敗構造,公 共部門の非効率性,政 策決定の不透明性,法 体系の不備などが,貧 困緩和

と生活水準の向上を目指 した政策の効果を妨げているとの認識である。近年の開発経済学研

究における 「ガバナンス論」は,こ うした認識にもとつ くものであり,い まや国際開発機関

のみならず各国援助機関においても,途 上国政府の制度能力は重要な関心分野となっている

といえる。かかる趨勢の下,援 助政策の立案に際 して とくに重要な指針 としてクローズアッ
1)

プされているのが,民 主化の支援である。ここで期待されているのは,民 主化を通 じた公的

制度の質の改善 と,そ れを通 じた投資の活性化である。

しか しなが らその一方で政治体制 と経済発展の関係 については,こ れまで数多 く行われて

きた理論 ・実証研究において必ず しも一致 した見解が得 られてない。民主化 による普通選挙

の実施は,政 権交代可能性の増加などを通 じて,政 治家や官僚の汚職インセンティヴを低下

させると考 えられる一方で,利 益集団によるレントシーキングの激化を招 き,経 済政策に歪
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みをもたらす可能性が指摘 されている。換言すれば,民 主化の効果は,議 会民主政の もとで

発生するレン トシーキングの大 きさによって規定されると考えられる。

こうした認識に基づ くとき,民 主化の効果を検証するにあたっては,各 国の宗教 ・言語構

成など,社 会的な多様性 に対す る配慮が必要となる。多様性国家においては,前 提条件 とし

てレン トシーキングが発生 しやすいと考 えられるか らである。以上のコンテキス トの もと本

研究は,社 会的多様性 に留意 しながら,民 主化の効果を実証的に検証することを目的 として

いる。

以下,第2節 では,民 主化の効果に関する先行研究の議論を概観する。第3節 では世界87

ヵ国 ・4期 間からなるパネルデータを用いなが ら,民 主化の効果 を制度能力 ・直接投資 ・経

済成長を内生変数 とする連立方程式 システムによって分析する。第4節 はむすびに当てられ

る。本稿 を通 じて導かれる結論は,以 下の様 に整理される。

》 民主化の推進は制度能力を改善する。効率的な制度は対内直接投資の増加をもたらすこ

とで経済成長率を高める。 したがって民主化の推進は,制 度能力と直接投資をチャンネ

ル として高成長率に帰結する。

〉 その一方で,民 主化によって期待 されるこうしたメカニズムは,多 くの民族 ・宗教グル

ープによって構成 される多様性国家においては阻害 される
。 したがって民主化の推進に

あ たっては,社 会的アイデンティティを基盤 とした利益集団による対立が激化する可能

性に配慮する必要がある。

2民 主主義と経済成長

2.1民 主化 とレントシーキング

UNDP(2002)が 強調するように民主化は,基 本的人権の尊重など人間開発を促進する上

で極めて重要な役割を果た しうるといえる。 しか しながらその一方で,経 済発展における民

主化の効果に焦点をあてた先行研究において,理 論的なコンセンサスは得 られてお らず,ま

た近年整備が進む政治 ・制度指標 を用いた実証研究において も,一 致 した結果が得 られてい

るわけではない。古典的な議論 に従 えば民主主義の本質は,投 票や立候補 を通 じた市民によ
2)

る政治への間接的 ・直接的な参加にあると考えられるが,民 主化の効果に関する見解の相違

は,Ishameta1.(1997)が 指摘するように,結 局の ところ民主主義のこの本質に対する評価

の相違に起因するといえる。

民主主義を肯定的に捉える立場か ら,近 年特に重視されているのは民主化と制度能力 との

関係である。すなわち議会民主政の もとでは,選 挙による政権交代の可能性が,公 的制度の
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腐敗 を抑止する可能性が指摘 されている(Olson1993;Rose・Ackerman1998)。 この議論は,

市民の政治参加を促進することで,① 政権交代の可能性 という不正行為のパニッシュメント

が強化され,政 府 ・公務員の機会主義的行動が抑止 される,② 民主化に伴 う報道 ・表現の自

由の保障は,こ うしたメカニズムを強化する,と の考 え方に依拠 している。このタイプの民

主化の効果については,Treisman(2000),Ledermanetal.(2001),Adseraeta1.(2003)な

どによる実証研究が行われてお り,民 主化の推進が汚職防止に寄与するとの結論が導かれて

いる。また市民の政治参加に伴 うその他の利点 として,① 民主的な意思決定プロセスが,国

民の声を政策に反映することでスムーズな権力の委譲 を可能とし,長 期的な政治 ・社会の安

定に寄与すること(Bhagwati1995,2002),② 議会における議論のプロセスにおいて,幅 広 く

知見が収集 ・吟味 されることから,権 威主義的体制に比 して,政 策決定に際 しより多 くの情

報に依拠することが出来ること(Rodrik2000),等 が指摘 されている。換言すれば民主化は,

投資活動に多大な影響 をもたらす社会 ・政治的安定性や,制 度能力の改善 を促進することで,

経済成長に寄与すると考えられている。

一方,民 主主義の役割に対 し懐疑的な立場では,参 加 を伴 う意思決定プ ロセスが否定的に

評価 され,民 主化の推進が利益集団の レントシーキングを活性化させる可能性が強調 されて

いる。すなわち,幅 広 い勢力の 「参加」を重要な柱 とする議会民主政は,意 思決定が一元化

された権威主義的政治体制に比 して,レ ントシーキングの弊害を被 りやすいか もしれない。

途上国で しばしば必要とされる 「開発主義」政策体系には現時点での窮乏を省みぬ巨額の投

資が しば しば含 まれているが,こ のタイプの政策の採択は議会民主政のもとでは困難である

とされる(Haggard1990)。 かかる見解 は主に,国 家による強制的な貯蓄 ・投資こそが開発に

不可欠であるとす るハ ロッ ド・ドーマーモデル に基づいた認識が支配的な時代 に強調 され,

東ア ジア諸国における開発独裁政権の経済的な成功 と,ラ テンアメ リカにおけるポピュリス

ト政権 による経済運営の破綻が,現 実面における後 ろ盾 となっている。Przeworskiand

Limongi(1993),Brunetti(1997)は 政治体制 と経済成長の関係 に焦点を当てた実証研究の

多 くは両者間に統計的に有意な関係がみ られないことを指摘 しているが,実 証研究における
ヨラ

そうした状況は,民 主化の効果に関する理論的な見解の不一致 を反映 している。

以上の相反する議論 を概観するとき浮かび上がってくるのは,民 主主義の特徴である 「参

加」への評価の相違,さ らにいえば議会民主政の もとで発生するレン トシーキングの規模 と

その弊害に対する認識の相違である。例 えば,民 主主義を肯定的に捉える見解においては,

市民の政治参加が制度能力の改善や,政 治的な安定性などに繋がると論 じている。 しかしな

が らレントシーキングに関する議論によれば,こ れ ら経済成長率 に寄与するはずのチャンネ

ルは,い ずれ もマイナス要因に転 じうるものといえる。たとえば民主化の制度能力をチャン

ネル とした効果に して も,民 主化がレン トシーキングを活性化 させるのであれば,そ れは逆
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に,汚 職機会の増大をもたらすことで,制 度の担い手である官僚 ・公務員の機会主義的行動

を助長し,負 の影響をもたらす可能性がある。同様 に,利 益集団の活動が社会的 ・政治的な

不安定化や,政 策決定における歪みをもたらす事態 も想定できるだろう。その一方で,民 主

化に否定的な見解に対 しても同様の反論が可能である。たとえば東アジアの権威主義的政治

体制下においても多 くの汚職が発生 しており,民 主化が レン トシーキングとそれに伴う汚職

を招 くとは必ず しもいえない。Bhagwati(1995)は,ロ ビー活動脅威論は米国における利益

集団の強力 さ,そ れに起因する弊害 という一つの例 を背景に展開されたに過ぎず,そ れをも

って一般論 と見なすことは出来 ないと論 じている。

2.2多 様性国家における民主化

民主化の効果が,議 会民主政の もと発生 しうるレントシーキングの規模によって規定され

るとき,民 主化の前提条件 ともいえる各国の社会的多様性について考慮す ることが重要にな

って くる。多数の民族や宗教によって構成される多様性国家は,社 会の潜在的 コンフリク ト

が大きく,レ ントシーキングが発生 しやすいと考えられるか らである。換言すれば,同 じく

民主化を進めた場合においても,レ ン トシーキングをもたらしやすい土壌 を持つ国と,そ う

でない国との間では民主化の効果が異なる可能性がある。この点についてはWelsh(1993) ,

Horowitz(1993)を はじめ,多 くの政治学研究において議論 されてお り,多 様性国家では民

族や宗教などのアイデンティティを基盤 とする利益集団が結成 され,権 益を巡 るレントシー

キングを行う傾向にあること,そ うした傾向は議会民主政の もと助長され ること,が 指摘 さ

れている。

また社会的多様性の影響については,近 年の政治経済学的なマクロ経済研究においても重

要な研究課題の一つとなっている。たとえば民族的な基盤 をもつ利益集団の活動が,社 会 ・

政治的不安定性の土壌 となりうること,あ るいは政策に関する合意形成を困難なものとし,

財政支出をは じめ,政 府の諸政策 に歪みをもた らす可能性があること等が指摘 されている
の(E

asterlyandLevine1997,Alesinaetal.1999,Annett2000)。 こ う した議論 において念頭

におかれ るレン トシーキ ングは,投 票 行動や贈収賄 をは じめ多岐 に渡 って お り,ま たモデル

の定式化 も様 々で あるが,民 族や 言語な どの面 におけ る社 会の多様化 が利益集 団の活動,レ

ン トシーキ ング を激化 させ る との認識 に基づ く点 では共 通 してい る。 そ して特 に注 意 したい

の は,こ こで指摘 され た レン トシーキ ングに伴 う負の効果 は,理 論上,議 会民主政 の もとで

よ り強 く作用 す る点で あ る。か か る認識 に基 づ くと き,多 様性 国家 にお いて民主化 を進 めた

場 合,レ ン トシー キングの激化 に より,民 主主義が本来持 ち うるプ ラスの効果が十分 に発揮

されず,さ らにはマ イナスの効果 を もた らす可能性す らあ る といえ る。す なわ ち国 際開発機

関 によって近年特 に推進 されて いる,民 主化 を通 じた汚職撲 滅プ ログ ラム等の試 み も,多 様
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性国家においては期待された効果を得 られず,場 合によっては経済成長の阻害要因 となりう

るか もしれない。以上の問題意識の もと本研究では,次 の仮説の検証を行 う。

民主化は制度能力の改善を通 じて高成長率 に帰結する。 しか しなが らそうしたメカニズム

は多様性国家においては必ず しも機能せず,場 合によっては負の効果をもたらしうる。

3実 証分析の枠組み

制度 能力 の改善 を通 じた民主化 の効果 を検証 す るため,世 界87ヵ 国 ・4期 間(1980-84,

85-89,90-94,95-99)で 構 成 され るパネル データ を用 いた実証分析 を行 う。分析 にあた り依

拠 す るのは制度能力,直 接投 資,経 済成 長 を内生 変数 とす る連立 方程 式 シス テムで ある。

1〈rSTit=α+β,FDI,,+β2Z)EM、,+β3Z)EMゴ,*Fl～A(PO1～)it+β4SCHOO」 乙it+β5FこJE乙 露+%f,(1)

FDI,,=γ+6,INSTil+δ,LIBE・,+δ 、0α+6,INFLATION・+δ ・TEL,・,+Vil(2)

G1～it=θ+crlFDIi,+σ2GDPit+cr,SCHOOL,,+cr41AilFLATIOAr,,+σ5TE乙il+σ67〕RZ【DE+Wi'(3)

ここで念頭 に置 くの は,民 主化 による制度 能力の改 善が,対 内直接投 資の増加 を通 じて,

高 成 長 に帰結 す るとのメ カニズムで ある。 同様 の アプ ローチで民主化の効果 を検 証 した先行

研 究に はTavaresandWacziarg(2001),OlivaandRivera・Batiz(2002)な どがあ るが,い

ず れの研究 も制度能力 をチャ ンネル とした分析 を行 ってお らず,ま た多様性 国家 において発

生 しうる民主化 の負の効果 を考慮 していない。パ ネル データ を使用 してい ることと併せ,こ

う した点が本分析 の特徴 となる。 シス テムを構 成す る各推 定式 につ いては以 下の通 りで あ る。

3.1制 度 能力の決定要 因

(1)式 は 制 度能 力 の決 定要 因分析 式 で あ る。制 度 能力 の指 標 に はKnackandKeefer

(1995)に は じまる一連 の実証研究 にな らい,こ の タイプ の実証 分析 において もっと も標準的

なデ ータで あるイ ンターナ シ ョナル ・カ ン トリー リスクガイ ド(lnternationalCountryRisk
5)

Guide,略 称ICRG)所 収 の 「法 の支 配」「官僚効率性 」「腐 敗」を採 用す る。実際の推定 に際

しては三指標 の単純 平均 値 をINST(制 度 能力指標)と して採 用 している。

説 明変 数FDI(対 内 直接 投資対GDP比 率)は,経 済 自由化 の効果 を捉 え る変数で ある。

Bonagliaetal.(2001),Gatti(2004)ら は 貿易開放度 を,LarrainandTavares(2004)は 直

接投資 をそれ ぞれ経済 自由化 の代 理変数 として採 用 し,い ずれ も制度能 力の改善 に寄与す る

との結論 を導 いてい る。したが ってここで もFDIは プ ラスの符 号 をとるこ とが予想 され てい

る.背 景 となるのは.自 由化 に伴 うレン トの縮 小が政 ・官 の不正行 為 を抑制 す るとの議論 で



94 第194巻 第6号

ある(AdesandDiTella1999)。

焦点 となる民主化の効果については,こ れまでの研究で用いられていたDEM(民 主化指

標)だ けではな く,民 主化指標と社会的多様性指標の交差項であるDEM串FRA(あ るいは

DEM*POR)を 新 たに加えた,二 つの変数によって捕捉を試みる。民主化指標には,Adsera

eta1.(2003),Gatti(2004)な ど,こ の種の分析で標準的に使用 されているデータセッ トであ
6)

るポ リティIV(PolityIV)所 収の ものを採用する。また社会的多様性の指標については

Annett(2000)に 倣い,Barrett(1982,2001)が 提供する全世界の言語 ・宗教構成テー タを

元 に作成 した。先行研究においては,社 会がより多 くの小グループに細分化 されるほど,潜

在的コンフリク トが大 きくなるとの認識に基づ く指標であるFRA(社 会的多様性の細分化指

標)が 伝統的に用いられてきたが,近 年MontalvoandReyna1-Querol(2003)な どが,二 極

分化 した社会 においてより対立が深まるとの認識に基づ く新たな指標 としてPOR(社 会的多

様性の二極分化指標)を 提示 している。いずれのタイプの社会において潜在的コンフリク ト

が より大 きくな るかとい う点 につ いては,理 論的に予測することは困難 であることか ら

(Alesinaeta1。2003),本 研究は多様性国家における民主化の効果の捕捉するにあたって二
7)

つの指標 を交互に用い推定結果 よりその効果を判断する。前節 までの議論に従えばDEMに

ついてはプラスの,DEM*FRAあ るいはDEM*PORに ついてはマイナスの符号をとること

が予測される。またその他の変数として,FUEL(燃 料輸出対総輸出比率),SCHOOL(初 等

学校全課程修了率)を 採用 している。これ らはAdesandDiTella(1999)な ど多 くの先行研

究において,天 然資源の賦存が政官の裁量権 と汚職機会を増やす,あ るいは国民のモラルが

教育の普及あるいは経済発展に伴 い発達するという議論に依拠するものであ り,前 者はマイ

ナスの,後 者はプラスの符号がそれぞれ予想 されている。

3.2直 接 投 資の決 定要因

(2>式 は被説 明変数 にFDI(対 内 直接投 資対GDP比 率)を 採 用 した,直 接投 資の決定要 因

分析 式で ある。 ここでINST(制 度 能力指 標)は 説明変数 であ り,Wei(1997),Smarzynska

andWei(2000)な どに倣 い,プ ラスの係 数推定値が予想 されて いる。ここで背景 となってい

るの は,優 れ た制 度 を有 す るホス ト国 に多 くの直接投 資が流 入す るとの認 識 であ る。 また

LIBE(資 本 勘定規制緩和指標)は,ホ ス ト国政府 の規制緩和政策 の効果 を捕捉 す る変数 であ

る。Gastanagaeta1.(1998),AsieduandLien(2004)に 倣 い,IMFの"AnnualReporton

ExchangeArrangementsandExchangeRestrictions"所 収 の資本勘定規 制(Controlson

8)
capitalaccount)の デ ー タ をもとに作成 された指 標 を用 いてい る。規制緩和政 策 は対 内直接

投 資 を加速 させ る と考 え られ るこ とか ら,プ ラスの符号が予測 されて いる。 その他,政 府規

模 を捕捉 す る変数 であ るGC(政 府 消費支出対GDP比 率 〉,マ ク ロ経済 の安 定性 を捕 捉す る変
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数であるINFLATION(消 費者物価指数の標準偏差の対数値),イ ンフラス トラクチャー充実

度の代理変数であるTEL(固 定電話普及率)を 説明変数として採用 している。これ らはいず

れ も直接投資の決定要因分析において広 く用いられているものであり,GC,INFLATIONに

ついてはマイナスの符号が,TELに ついては符号についてはプラスの符号がそれぞれ予測さ
9)

れている。

3.3経 済成長の決定要因

(3)式 は経済成長の決定要因分析式であり,Barro(1991)に は じまる成長回帰分析 におい

て標準的な諸要因を説明変数 として採用 している。説明変数FDI(対 内直接投資対GDP比

率)は(1)式,(2)式 で使用 したものであり,直 接投資は経済成長を加速させ るとの議論に
10)

倣いプラスの符号が予測されている。またGDP(一 人あた り所得対数値)は 条件付 き収束現

象に対応す る説明変数であ り,マ イナスの符号が予測される。その他の説明変数 としては,

SCHOOL(初 等学校全課程修了率),INFLATION(消 費者物価指数の標準偏差の対数値),

TEL(固 定電話普及率),そ して貿易開放度の代理変数であるTRADE(輸 出入額の対GDP

比率)を 採用 してお り,INFLATIONを 除いていずれの変数についてもプ ラスの符号を取 る
11)

ことが予測されている。

4推 定 結 果

4.1民 主主義 ・制度能力 ・経済成長

表2・ 表3は 先に示 した連立方程式システムを二段階最小二乗法により推計 した結果であ

る。パネルデータを分析する推定法の選択にあたっては,ま ずプー リング推定 と固定効果推

定の間で選択 を行 うために,各 国特有の効果がすべてゼロであるとの帰無仮説の もとF検 定

を行 う。帰無仮説が棄却 された場合,固 定効果推定が受容される。続いて固定効果推定 と変

量効果推定の間で選択 を行うため,各 国特有の効果 と説明変数が無相関であるとの帰無仮説

の もとハウスマン検定を行う。帰無仮説が棄却 された場合,固 定効果推定が受容 される。表

中には推定結果 とともにF検 定,ハ ウスマン検定の結果が示されているが,こ こでは検定の

結果,す べての推定において固定効果モデルが受容 されていることがわかる。 また各時点特

有の効果 をコントロールす るため,第4期(1995-99)を 基準 とする各期の期間ダミー変数を

採用 した。この変数については(A1)一(A3)で 統計的に有意にとどまったものを,全 ての推定

に使用 した。

(A1)一(A3)式 は基本推定 として,社 会的多様性の影響 を考慮せず,民 主化の効果 を捕捉す

る変数 としてDEMの みを推定式に採用 し,そ の効果 を検証 したものである。第一 に確認で

きることは(A1)式 においてDEMが プラスの符号で統計的に有意になっていることである。
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この結果は,民 主化の推進が制度能力を改善することを示唆 してお り,Adseraetal.(2003)

をはじめ とする先行研究の議論 を改めて裏付けている。 また(A2)式 においては,INSTが

FDIと プラスの符号で有意に結びつけられてお り,さ らに(A3)式 においてFDIが 経済成長

の有意な決定要因 となっていることが判 る。 これ らはそれぞれ,制 度能力の改善がさらなる

直接投資の流入をもたらすこと,直 接投資が成長率の引き上げに寄与 しうること,を 示 して

いる。

以上の分析を踏 まえて,こ こで指摘 してお きたいことは,こ の推定結果は,民 主化は制度

能力の改善をもたらすことで対内直接投資を増加 させ,そ うした直接投資の流入が高成長率

に帰結するというメカニズムの存在 を示唆 していることである。すなわちこれまでの議論を

通 して念頭においてきた,民 主化の制度改革をチャンネル とした経済成長り促進効果 を,こ

こでまず確認することがで きたといえる。

4.2社 会的多様性の影響

表3(B1)一(B3)式 は多様性国家における民主化のインパク トを検証するため,制 度能力の

決定要因式に,DEM*FRA(民 主化指標 と細分化指標の交差項)を 加えて推定を行った結果

である。まず確認できるのは,(B1)式 においてDEMが プラスの符号で,DEM*FRAが マイ

ナスの符号で,そ れぞれ統計的に有意になっていることである。この結果は,民 主化は基本

的には制度能力の改善に寄与 しうるが,多 様性国家においてその効果は限定されたものとな

ると.いう,本 研究の仮説に合致 している。また(A1)一(A3)式 の結果 と比較 した場合,社 会的

多様性の影響をDEM*FRAに よってコン トロールすることで,DEMの 係数推定値が0.508

から1。334へと上昇 してお り,民主主義が本来持 ちうるプラスの効果がより強 く捕捉 されてい

ることを指摘することが出来 る。加えて(C1)一(C3)式 は,DEM*FRAに 代えてDEM"POR

(民主化指標 と二極分化指標の交差項)を 用いることで社会的多様性の効果の捕捉を試みた

ものであるが,こ こで もやは り(C1)式 においてDEMが プラスの符号で,DEM"PORが マイ

ナスの符号で,そ れぞれ統計的に有意になってお り,(B1)一(B3)式 とほぼ同様の結果が得 ら

れることを確認できる。ここで民主化の効果 を(B1)一(B3)式 の推定結果 を用いて算出 して

みると,サ ンプル中,最 も同質的であると評価されるサウジアラビアにおける民主化の限界

性向は,成 長率の0.30,制 度能力の1.50,直 接投資の2.12で ある。一方,多 様性指標の値が

全世界平均値 とほぼ等 しいペルーにおいては,民 主化の限界性向は成長率の0.13,制 度能力

の0.64,直 接投資の0.91に とどまってお り,さ らには多様性指標が最大であるタンザニアに

おいては,成 長率の 一〇.11,制 度能力の 一〇.55,直 接投資の 一〇.78とマイナス値 になる。

したがって以上の分析 を踏 まえ,次 のように結論づ けることが出来るだろう。民主化の推

進は,制 度能力の改善 を通 じて対内直接投資の増加をもたらし,経 済成長率 を引き上げるこ
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とになる。 しか しながらそうした経済発展にとって好ましい効果は,多 くの宗教や民族グル

ープによって構成される多様性国家 において限定されたものとな り,場 合によっては負の効
12)

果 をもたらす可能性がある。

最後 に,そ の他の変数の効果について言及 しておきたい。第一に制度能力の決定要因であ

るFDIは,推 定を通 じて理論通 りプラスの符号で統計的に有意になっており,Larrainand

Tavares(2004)な どが強調する,直接投資の誘致を通 じた制度能力の改善という議論 と一致

している。 またSCHOOLは ほぼ全ての推計 において予測 と一致するプラスの符号で有意で

あ り,教 育の効果を改めて裏付けている。一方,FUELに 関 しては予測通 リマイナスの符号

となるものの,全 推定式 において統計的に有意にならず,そ の効果を確認できなかった。第

二に,直接投資の決定要因のうち,LIBEに ついては(C2)式 で理論と合致するプラスの符号で

統計的に有意になってはいるものの,そ の他の推定においてそれは非有意であった。 したが

って資本勘定の規制緩和については,必 ず しもその効果を統計的に裏付 けることが出来なか

った。その他,GC,INFLATION,TELに ついてはいずれ も予測 された符号で,す べての

推定において統計的に有意であ ワ,先 行研究の結果を改めて裏付けている。第三に,経 済成

長率の決定要因に関 しては,INFLATION,TELが 必ず しも統計的に有意 にならないもの

の,そ の他の変数については成長回帰分析で指摘され る効果を概ね確認することが出来た。

5結 論

本研究の問題意識は,制 度改革の一環 として推進 される民主化の効果について,社 会的多

様性の影響に考慮 しながら検証す ることにあった。実証分析の結果,第 一に,民 主化の推進

は制度能力の改善を通 じて,対 内直接投資の増大 と経済成長率の上昇 をもたらすことが確認

された。こうした結果は世銀 ・IMFを は じめ とする国際開発機関の指針 に一定の根拠 を与 え

るものといえる。 しか しなが らその一方で,民 主化に始 まるこうしたメカニズムは,レ ント

シーキングを招 きやすい土壌を持つ と考えられる多様性国家においては機能せず,場 合によ

っては悪影響 を及ぼす可能性があることも明らかにされた。すなわち,安 易な民主化は必ず

しも期待 された効果をもた らさないことか ら,援 助政策の一環 として民主化 を支援するので

あれば,同 時に,当 該国の社会的多様 性に十分配慮する必要があるといえる。利益集団の レ

ントシーキングを抑制 しながら民主化 を促進す るためにいかなる対策があり得るのか,こ の

点を明らかにすることが今後の課題 となる。
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表2民 主主義 ・制度能力 ・経済成長

被説明変数

INST FDI GR

(AI) (A2) (A3)

FDI 0.08P 0.160喰

(0.046) (0.083)

INST 1.564林*

(0.468)

DEM 0.508.牌

(0.178)
LIBE 0,677

(0.43)

GDP
一3
.579桝

(0.393)

SCHOOL 0.019脚 0.0289林

(0.Ol) (0.014)

GC 一 〇
.141紳 宰

(0.044)

INFLATION 一 〇
.215寧

一 〇
.090

(0.122) (0.057) ,
FUEL 一 〇

.007

(0.005)
TEL 0.071寧 韓 0,020

(0.024) (0.014)

TRADE 0.015榊 掌

(0.006)

期 間 ダ ミー(1980-84) 一 〇
.2048

一 〇
.508騨 掌

(0.106) (0.121)

期 間 ダ ミー(1985-89) 一 〇
.246鱒

(0.009)

期 間 ダ ミー(1990-94)
一 〇
.524榊

(0.227)

定数項 3.095牌 ・
一2
.784 27,233桝

(0.25) (1.779) (2.939)

決定係数(Within) 0,177 0,137 0,411

F検 定 14.94韓 率 2.92榊* 3.71榊 寧

P値 0.00 0.00 0.00

ハ ウスマン検定 37.86ホ 榊 21.35*勅 102.54率 寧準

P値 0.00 0.00 0.00

推定方法 固定 固定 固定

分析国数 87 87 87

サンプル数 286 286 286

(1)

(2)

(3)

(4)

推 定はすべて二段階最小二乗法 による。

下段括 弧内は標 準誤差。

宰は10% ,**は5%t***は1%の 有意水準 で統計的 に有 意であ ることを意味す る。

期 間ダ ミーは統計的に有意 になった ものを使 用 している。
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表3 多様性国家における民主化の効果

被説明変数

INST FDI GR INST FDr GR

(B1) (B2) (B3) (C1) (C2) (C3)

FDI

INST

DEM

DEM串FRA

DEM零POR

LIBE

GDP

SCHOOL

GC

INFLATION

FUEL

TEL

TRADE

期 間 ダ ミ ー(1980-84)

期 間 ダ ミ ー(1985-89)

期 間 ダ ミ ー(1990-94)

定 数 項

0.102牌

(0.047)

1.334率 榊

(0.367)

-2
.247ホ ホ

(0.869)

0.020料

(0.01)

-0
,005

(0.005)

-0
.252紳

(0.109)

0.264串 鱒

(0.100)

2.976事 韓

(0.259)

1,410綿 取

(0.425)

0,691

(0,423)

-0
.142編 零

(0.043)

-0
.223事

(0.119)

0.074零 鱒

(0.023)

-0 .519鱒

(0.223)

-2
,288

(1.646)

0.140事

(0.083)

-3 .588榊

(0.392)

0.027曝

(0.014)

-0
.094零

(0.056)

0,021

(0.Ol4)

0.015宰 騨

(-0.005)

-0
.513串 林

(0.121)

27.338鱒 車

(2.934)

0.086寧

(0.045)

2.120韓 寧

(0.459)

-3 .311韓8

(0.874)

0.016事

(0.010)

-0
,005

(0.005)

-0
.301*榊

(0.106)

-0
.282零 紳

(0.096)

3.092ホ 寧寧

(0.247)

1.170勅 ホ

(0.393)

0.692象

(0.409>

-0
.142傘 鱒

(0,041)

-0
.233鱒

(0.115)

0.079章 綿

(0.022)

-0
,504紳

(0,215)

-1
,494

(1.542)

0.170榊

(0.085)

-3
.599騨 拳

(0.397)

0.030榊

(0.014)

-0
,084

(0.057)

0,020

(0.014>

0.014零*

(0.006)

-0
.506榊

(0.122)

27.424榊 摩

(2.967)

決定係数(Within) 0,172 0,177 0,420 0,227 0,233 0,407

F検 定
P値

15.00***

0.00

3.07喰 牌

0.00

3.84牟 料

0.00

16.48*紳

0.00

3.26艸 ゆ

0.00

3.76料 象

0.00

ハ ウスマン検定

P値

30.78桝

0.00

32.43*籾

0.00

103.82寧*寧

0.00

56.03ホ 串事

0.00

39.27寧 料

0.00

102.61ホ 率準

0.00

推定芳法 固定 固 定9 固定 固定 固定 固定

分析国数 84 84 84 84 84 84

サ ンプル数 282 282 282 282 282 282

(1)推 定はすべ て二段階最小二乗法 に よる。

(2)下 段括 弧内は標準誤差。

(3)零 は10%,**は5%,***は1%の 有意水準 で統計 的に有 意であ ることを意味 する。

(4)、 期 間ダ ミーは(A1)一(A3)式 で統計的 に有意 になった ものを使 用 してい る。
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注

1)多 国間援助機 関のこうした姿勢にっいてはWorldBank(2002)な ど各機 関報告書の他,近 藤

(2003)に よ るレビューに詳 しい。また日本の政府開発援助 における民主化支援については国際協

力事業団(1995),(2002)な どを参照のこと。

2)Fukuyama(1995)な ど参照。

3)Brunetti(1997)は 政 治体制と長期的な経済成長 との関連 を検証 した17本 の実証研究のうち,

デ モクラシーが経済成長にプラスに作用するとした もの1,ロ バス トではないがプ ラスに作用す

るとした もの3,マ イナスに作用す るとしたもの1,ロ バス トではないがマイナスに作用す ると

した もの3,無 関係 としたもの9,で あることを示 している。同様にPrzeworskiandLimongi

(1993)は18の 先 行実証研究結果を列挙 し,そ れぞれ異なる結果を示 していることを指摘 してい

る。またBarro(1996)は,民 主化 と成長率 との問には逆U字 の関係があること,す なわち民主化

の初期段階においてそれは成長率 を上昇 させ るが,そ うした効果 は民主化の進展 とともに減少 し

てい くことを示唆 しているが,同 時にその結果はロバス トと言い難いことを認めている。その他,

TavaresandWacziarg(2001)が 民主化 は人的資本蓄積を促進すると同時 に,物 的資本蓄積率の

低下 を招 くという,経 済成長にとってプラス,マ イナス両方の効果が存在す る可能性を指摘 して

いる。

4)EasterlyandLevine(1997)は,ア フリカにおける成長阻害要因として,低 就学率 ・政治的不

安定性 ・劣悪な金融システム ・過度の政府介入 ・財政赤字 ・不十分なインフラス トラクチャーを

挙げ,こ れ ら一連の 「好 ましくない政策」が民族的多様性 と有意に関係付け られると結論づけて

いる。 また財政政策への影響に注目したAlesinaetal。(1999)は,中 位投票者定理に依拠 したモ

デルにおいて,選 好の多様性が公共投資率の減少 を招 くことを示す とともに,米 国の都 市レペル

のデータを用いた実証分析 によって,民 族的多様性が,教 育 ・下水道 ・道路などといったインフ

ラへの投資低下 を招 いていると論 じている。同様 にAnnett(2000)は,経 済主体である政権の寿

命を盛 り込んだ内生的成長モデルのフ レーム ワークに基づいて,民 族的多様性が政府消費の増大

をもたらす ことを指摘 し,そ の議論 を裏付 ける多国間実証分析結果を提示 している。

5)KnackandKeefer(1995)を は じめ とす る多 くの先行研究が,制 度能力の代理変数に,ICRG

が提供 する複数の指標の平均値 を採用 している。各指標が捕捉す る内容 については以下の通 りで

ある。(1)汚 職(Corruption):政 治 システムにおける汚職 を評価 したもの。指標作成に当たって

念頭に置 く汚職の形態 としては,輸 出入ライセ ンス ・為替 コントロール ・徴税 ・信用割 り当て ・

警察による保護,な ど,政 府が独 占的に行 う施策 に伴 う金銭要求の有無があげられ る。 また縁故

採用やバ トロネイ ジ,秘 密資金パーティといった形をとる間接的な汚職の影響についても同様 に

考慮に入れている。(2)法 と秩序(LawandOrder):司 法 システムの強さ・公平性 と人々による

法の遵守の程度 を評価 した もの。裁判所が機能 しない,あ るいは犯罪率が高 く法律が繰 り返 し破

られ るような状況 にあ る国において,指 標の値 は小 さくな る。(3)官 僚効率性(Bureaucracy

Quality):政 治 的圧力か らの遮断 ・極端な政策転換やサービスの中断を招 くこ とな く行政 を行 う

強 さとその能力,確 立 された人材登用 と育成 システムの有無,な どによって評価 される。http:〃

WWW.iCrgOnline.COm/よ り購入可能。

6)ポ リティIVは メ リーラン ド大学のマーシャル(MarshalMontyG.)を 中心 とする研究グループ

により作成された政治体制の国際比較を可能 とするデータセ ットである。マーシャル らは民主主
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義の要素として,市 民が代替的な政策や指導者を選択するための効果的な手段の存在,最 高権力

者の権力行使に対する確立された抑制手段の存在,政 治活動や 日常生活における市民的自由の保

障を挙げている。かかる認識 を背景に,(1)政 治参加への競争度(Competitivenessofpolitical

participation),(2)執 行 部選出に当たっての開放度(Opennessofexecutiverecruitment),(3)

執 行部選出に当たっての競争度(Competitivenessofexecutiverecruitment),(4》 最 高権力者

に対する制約(Constraintsonthechiefexecutive),の4基 準により11段 階(0-10)で 各 国の民

主化度は評価 される。http://www.cidcm.umd.edu/inscr/polityで 無 料ダウンロー ド可能。

7)EasterlyandLevine(1997),Annett(2000)な ど多 くの先行研究により伝統的に使用 されて

きたFRA(細 分化指標)は,よ り正確には 「一国内において無作為 に抽 出された2名 が,同 一の

グループに属 さない確率」 として定義されてお り,次 式に基づ き算出される(Nは 総人 口,niは

i番 目のグループ に属する人口である)。

FRA=1一 Σ(nl/N)2,i=1_M

上 式 から明らかなように,一 国内に存在するグループ数が多 くなるほど,こ の指標は大 きな値を

とることになる。一方,MontalvoandReynal-Querol(2003) ,(2005)な どが提示するPOR(二

極 分化指標)は,次 式に基づ き算出 され る(πjはnj/Nで あ る)。

POL=1一 Σ((0.5一 πj)/0.5)2πj,j=1..J

上 式か ら明 らかなように,一 国が二つのグループに分裂す るときPORは 最 大の値をとることに

なる。指標作成 にあたって使用するのはBarrett(1982,2001)が 提供する全世界各国の各言語 ・

宗教人口の対総人 口比率である。言語については1980,2000年,宗 教については1980,1990年 の

二時点のデータが利用可能であ り,現 在利用可能な同様のデータの中では最 も多くの地域 と時点

をカバー している。分析 にあたっては以下の手順で指標 を作成 ・使用 している。(1)言 語 ・宗教

と
,もに各年のPOR,FRA指 標 を作成す る。(2)二 時点の指標 より得 られ る平均成長率にもとづ

き,言 語については1985,1990,1995年 の推計値を得る。宗教 については1985年 の値 を推計する

とともに,1995年 は1990年 の値で代用する。これにより分析する四期間の期初値(1980 ,85,90,

95年)が 得 られ る。(3)言 語指標,宗 教指標 の平均値 をとり,FRA(細 分 化指標) ,POR(二 極 分

化指標)と して分析 に使用する。

8)こ の指標はIMF"AnnualReportonExchangeArrangementsandExchangeRestrictions"

よ り作成 され ている。直接投資 に関わ る指標 としては(1)資 本勘定規制(Controlsoncapital

account)の 有 無,(2)輸 出代金の本国送金規制(Repatriationrequirements)あ るいは外貨集中

制度(Surrenderrequirements)の 有無,(3)資 本取引に際す る複数の為替 レー トの有無,の 三

種 を利用可能であるが,AsieduandLien(2004)な どにおいて直接投資 と有意に関係づけられた

のは資本勘定規制のみであったことから,本 研究ではこの指標を資本 自由化政策の指標 として採

用 している。ただ しIMFが 提 供する情報は各国の規制の有無のみであるため,こ の指標はダミー

変数の形 で作成 され,規 制の強度は反映されていない。 したがって改善の余地が残 されてい るが,

この指標 はカバーす る国 ・期間の点で最大あることから多 くの先行研究において使用されている

(ModyandMurshid2002)。 なおデータはDr.ElizabethAsieduよ り譲 り受けたことをここに記

し,感 謝の意を表 したい。

9)そ の他,教 育水準や一人 あた り所得なども直接投資の決定要因の候補 とな りうるが,こ れ らは

いずれ も統計的に有意にならなかったことから,説 明変数に採用 していない。
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10)例 えばBorenszteinetal.(1995)は ローマータイプの内生的成長モデルに基づ きなが ら,直 援

投資がホス ト国の資本蓄積 に寄与するとともに,技 術のスピルオーバーなど正の外部効果をもた

らす ことで経済成長に寄与 しうることを指摘 している。

11)制 度 能力 もまた成長率の決定要因 とな りうるが,統 計的に有意にならなかったことからここて

は採用 していない。

12)こ の結論 は併せ て行った以下の分析 によって補完されうる。(1)2つ の多様性指標 をそれぞれ

単独で制度能力の決定要因 として採用 し,そ の直接 的な効果 を検証 したが,い ずれ も統計的に看

意 にならなかった。 しば しば社会的多様 性その ものがレン トシーキングの激化 と政官の汚職 を挫

くことが主張されているが,そ の一方でIslamandMontenegro(2002)は,制 度能力と社会的多

様性 それ自体 の間にロバス トな負の関係 は見 られないことを指摘 している。本研究の分析結果1ヨ

そうした議論 と一致するものであ り,社 会的多様性 に起因す る負の効果は,政 治体制 と結びつ く

ことで作用することを示唆 してい る。(2)逆 因果の問題 に配慮す るべ く,民 主化指標の期初値に

代 えて,1期 前のラグ値 を採用 し,同 様の分析 を行った。その結果,民 主化指標のラグ値その も

のはプ ラスの符号で,ま た社会的多様性指標 との交差項 はマイナスの符号で統計的に有意にな り

表2と ほぼ同様の結果が得 られた。
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